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公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
平成 29 年２月１日

独立行政法人都市再生機構
東日本都市再生本部
本部長 新居田滝人

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
〇第７号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 北青山三丁目地区再開発施設建築
物に係る設計企画及び基本設計等業務
 業務内容 北青山三丁目地区再開発施設建
築物の建築設計、設備設計及び土木・造園設
計に係る以下の業務を行う。
 行政協議、周辺街区協議に係る資料作成
及び支援等業務
 隣接区域に係る設計調整資料作成等業務
 権利者合意形成に係る設計資料作成等業
務
 基本設計
 施工計画資料作成等業務
 民間事業者公募に係る資料作成等業務
 目標工事費算定設計
 目標工事費算定に係る積算業務
 履行期限 契約締結日翌日から平成31年６
月28日（予定）
（１次指定）建築設計、設備設計及び土木・
造園設計の目標工事費算定に係る積算業務を
除く全ての業務の完了 契約締結日翌日から
平成30年12月26日（予定）

２ 参加資格 技術提案書の提出者は、に掲げ
る資格を満たしている単体企業又はに掲げる
資格を満たしている設計共同体であること。
 単体企業
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第
95号）第331条及び第332条の規定に該当す
るものでないこと。
 当機構の東日本地区における平成27・28
年度測量・土質調査・建設コンサルタント
業務に係る一般競争（指名競争）参加資格
について、「建築設計」の業務区分の認定を
受けていること。

 当機構から本件業務の実施場所を含む区
域を措置対象区域とする指名停止を受けて
いる期間中でないこと。
 暴力団員が実質的に経営を支配する者又
はこれに準ずる者でないこと。
 建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登録
を行っていること。
 元請として受注し、平成18年度以降に契
約履行が完了した業務Ⅰ及び業務Ⅱの実績
を有することとし、設計共同体であった場
合は出資比率が50％以上のものとする。
Ⅰ 最高高さ125m以上かつ、延べ床面積
100000以上の複合用途の建築物の建
築設計及び設備設計業務
Ⅱ 市街地再開発事業に係る建築設計業務
（「複合用途の建築物」とは、事務所と
他用途との複合建築物で床面積の50％以
上が事務所であるものとする。）（「市街地
再開発事業」とは、都市再開発法（昭和
44年法律第38号）第２条第１号に定める
事業をいう。）

 設計共同体 に掲げる条件を満たしてい
る者により構成される設計共同体であって、
「競争参加者の資格に関する公示」（平成29年
２月１日付東日本都市再生本部長公示）に示
すところにより、東日本都市再生本部長から
北青山三丁目地区再開発施設建築物に係る設
計企画及び基本設計等業務に係る設計共同体
としての競争参加者の資格（以下「設計共同
体としての資格」という。）の認定を受けてい
るものであること。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
 建設コンサルタント登録規程（昭和52年４
月15日建設省告示第717号）その他の登録規
程に基づく登録状況

 専門分野別の技術職員の状況
 業務の実績
 配置予定の技術者の資格、指定する業務の
実績の内容
 当該業務の実施体制（再委託又は技術協力
の予定を含む。）

４ 技術提案書を特定するための評価基準
 技術職員の経験及び能力 配置予定の技術
者の資格、指定する業務の実績の内容

 業務実施計画 動員計画、工程計画の妥当
性
 業務実施方針及び手法 説明書の理解度、
実施方針の妥当性、実施手法の妥当性
 評価テーマに対する技術提案の内容 提案
の的確性、独創性、実現性

５ 手続等
 担当本部等 〒1631313 東京都新宿区西
新宿６５１ 新宿アイランドタワー13
F 独立行政法人都市再生機構東日本都市再
生本部 総務部 経理チーム 電話03
53230469 ファクシミリ0353230625
 説明書の交付期間、場所及び方法 説明書
の交付を希望する場合は、配付のほか、宅配
便着払いにて送付する。
 配付の場合
交付期間 平成29年２月１日から平成29
年５月８日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日、午前10時から午後４時（ただ
し、正午から午後１時の間は除く。）まで。
交付場所 〒1631313 東京都新宿区西
新宿６５１ 新宿アイランドタワー13
F 独立行政法人都市再生機構東日本都市
再生本部 事業企画部事業企画統括グルー
プ 電話0353230960 ファクシミリ
0353230989
 宅配便着払いにて送付の場合 申込書を
ＦＡＸにて下記の期間に送付し、申し込む
こと。（書式については、独立行政法人都市
再生機構ホームページに掲載されている掲
示文を参照）（送料は交付申込者の負担とす
る。）
事業企画部事業企画統括グループにてＦ
ＡＸ受領後、購入申込書を独立行政法人都
市再生機構東日本都市再生本部コピーセン
ター受託業者「株式会社ブルーホップ」（以
下「コピーセンター」という。）に回付した
時点で、申込者とコピーセンターとの間で
説明書販売契約が成立するものとする。
コピーセンターは、ＦＡＸ受領後、３営
業日後（土曜日、日曜日及び祝日は営業日
として数えない。）までに、説明書が申込者
に到着するように発送する。
３営業日を過ぎても説明書が到着しない
場合は、事業企画部事業企画統括グループ
に電話にて確認すること。

交付期間 平成29年２月１日から平成29
年５月８日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日、午前10時から午後４時（ただ
し、正午から午後１時の間は除く。）まで。
申込先 独立行政法人都市再生機構東日

本都市再生本部コピーセンター受託業者
株式会社ブルーホップ
送信先 ＦＡＸ0353230989（注 こ
の番号は、事業企画統括グループのＦＡＸ
番号）
問合先 〒1631313 東京都新宿区西新
宿６５１ 新宿アイランドタワー13
F 独立行政法人都市再生機構東日本都市
再生本部 事業企画部事業企画統括グルー
プ 電話0353230960

 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び
方法
提出期限 平成29年２月24日（金）午後４
時まで
提出場所 〒1631313 東京都新宿区西新
宿６５１ 新宿アイランドタワー13F
独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本
部 事業企画部事業企画統括グループ 電話
0353230960 ファクシミリ035323
0989
提出方法 あらかじめ提出日時を連絡のう
え持参すること。郵送又は電送によるものは
受け付けない。
 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び
方法
提出期限 平成29年５月８日（月）午後４
時まで
提出場所 上記に同じ。
提出方法 上記に同じ。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約保証金 納付。ただし、金融機関又は
保証事業会社の保証をもって契約保証金の納
付に代えることができる。また、公共工事履
行保証証券による保証を付し、又は履行保証
保険契約の締結を行った場合は、契約保証金
を免除する。
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